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序　　　　　文

タイ王国では近年の急激な工業化に伴い、工業用水需要の急増による地盤沈下や不十分な廃水

処理による水質汚濁が問題になっています。これに対し、JICAは限られた水資源を有効に活用し、

環境と調和のとれた工業化を図ることを目的に、工業省工場局が民間企業や工場局内関係者に対

して水使用合理化、廃水処理・再利用、工業用水供給に関する技術指導を実施する機関として工

業用水技術研究所（IWTI）を新設したのを受け、当研究所の基盤を固めるため、本プロジェクトの

フェーズⅠを 1998 年から 2 年間実施しました。フェーズⅠの終了に当たり、日本側は終了時評価

調査を実施し、プロジェクトの実績、及び今後の自立発展性を評価しました。その結果、IWTIの

機能の充実と産業界などへの実用技術の移転・指導能力を備えることを主目的にフェーズⅡを実

施することで日本・タイ側両政府は合意し、当プロジェクトフェーズⅡが 2000 年 6 月より 5 年計

画で開始されました。

プロジェクト開始後、二年半を経過した段階で中間評価を行うとともに、今後の協力期間の活

動を協議することを目的に JICAは運営指導（中間評価）調査団を派遣しました。

本報告書は同運営指導の協議結果を取りまとめたものです。ここに本運営指導調査団の派遣に

関し、ご協力頂いた日本・タイ両国の関係各位に対し、深甚な謝意を表すとともに、あわせて今

後のご支援をお願いする次第です。

2004 年 2 月

独立行政法人　国際協力機構

鉱工業開発協力部　

部長　中島　行男
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第１章　中間評価の概要

１－１　運営指導（中間評価）調査の概要

2000 年 6 月より 5 年間の予定で開始されたタイ工業用水技術研究所プロジェクト（フェーズⅡ）

において協力期間の中間を迎えるにあたり、プロジェクトの進捗状況や技術移転達成度の状況確

認として中間評価を行うこととした。

１－２　調査団及び合同評価委員会構成

１－２－１　調査団構成

１－２－２　合同評価委員会構成

〈タイ側〉

（1）Department of Industrial Works

Mr. Virah Mavichak Director-General, Department of Industrial Works (DIW)

Mr. Direck Rathanavich Deputy Director General, DIW

Mr. Kosol Jairungsee Bureau of Industrial Environment, DIW 

（2）DTEC

Mr. Banchong Amornchewin Chief of Japanese Sub Division, DTEC

（3）Federation of Thai Industry

Mr. Tamrong Koonopakarn Vice President, Federation of Thai Industry

（4）Industrial Water Technology Institute

Ms. Nongnuch Ingkhawara Director, Industrial Water Technology Institute (IWTI)

Ms. Sumalee Dachoponchai Technical Staff, IWTI

Ms. Jaruwan Wirawongnusorn Technical Staff, IWTI

Mr. Mongkol Suthivathanakul Technical Staff, IWTI

Mr. Sutthi Tantipisitkul Technical Staff, IWTI

－1－

分野 氏名 所属

1 団長・総括 不破　雅実 JICA鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課長
2 技術協力計画 大羽　修 財団法人　造水促進センター 常務理事

3 技術移転評価 佐々木　亮輔 監査法人　トーマツ

4 運営管理 土井　ゆり子 JICA鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　職員



〈日本側〉

（1）Mid-term Evaluation Study Team

Mr. Masami Fuwa Leader

Mr. Osamu Oba Member

Mr. Ryosuke Sasaki Member

Ms. Yuriko Doi Member

（2）Japanese Experts

Mr. Syunichi Mizoochi Chief Advisor

Mr. Yoshiaki Miura Coordinator

Mr. Tetsuo Fujioka Industrial Water Quality Control / Effective Use of Water

Mr. Yoji Fukuyama Industrial Water and Wastewater Treatment Process

Mr. Shigeru Araki Industrial Water and Wastewater Treatment Experiments

（3）JICA Thailand Office  

Mr. Hiroaki Takashima Deputy Resident Representative, JICA Thailand Office

Mr. Akira Shibuya Assistant Resident Representative, JICA Thailand Office

１－３　調査日程

－2－

日順 月日（曜日） 行　　程

団員（コンサルタントのみ） 団長・その他団員

1 10 月 21 日 月 成田→バンコク

ノンヌット所長打合せ

専門家顔合わせ

2 10 月 22 日 火 専門家打合せ

リーダーヒアリング

レギュラーミーティング

スマリー・スティさんヒアリング

荒木専門家・三浦 PCヒアリング

3 10 月 23 日 水 AM （祝日）ヒアリング結果まとめ

PM ワークショップ開催準備

中間評価結果（案）修正

4 10 月 24 日 木 藤岡・福岡専門家ヒアリング

モンコンさんヒアリング

その他 C/P全員ヒアリング

5 10 月 25 日 金 AM ワークショップ開催

PM ワークショップ開催・結果まとめ

6 10 月 26 日 土 調査結果とりまとめ

7 10 月 27 日 日 調査結果とりまとめ 成田→バンコク

専門家との調査団顔合せ、調査団・コンサルタント打合せ
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8 10 月 28 日 月 Nanyang社訪問 タイ事務所表敬・打合せ

専門家との協議①（日程確認、進捗状況確認）

専門家との協議②（後半の課題等）

C/P顔合わせ日程確認

9 10 月 29 日 火 IWTI所長とのミーティング、C/P・専門家との協議

FTI代表者との協議（後半活動の説明、協力要請等）
局長表敬、協議（趣旨、第 1 週調査概要報告）

10 10 月 30 日 水 専門家との協議

C/P・専門家との協議

中間評価報告書＆ミニッツ案作成

11 10 月 31 日 木 C/P・専門家との協議（報告書・ミニッツ案確認）・資料準備

Lucky Surimi社訪問

12 11 月 1 日 金 合同評価会議（ミニッツ署名）

レセプション

JICAタイ事務所報告

在タイ日本大使館報告

13 11 月 2 日 土 帰国



第２章　協議結果

２－１　調査団所感

２－１－１　団長所感

（1）基本的な認識

１）全般的な評価

別添の概念図に示したとおり、本プロジェクトの計画は、タイ王国（以下、「タイ」と

記す）政府の公害対策の実施が確保されないと廃水処理に関する企業側の取り組みにイン

センティブが生まれないことから、主たる目標である廃水処理については目標達成が難

しい構図がある。

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）では外部条件としてタイ政府の公害対

策が実施されること、企業側が廃水対策を含めた施設投資を行うという条件が付されて

いるが、この２条件が達成されるためには、まずタイ政府による公害対策が再検討され

る必要がある。

タイ政府の環境政策は、自然環境保全などのグリーンイシューと公害対策を中心とす

るブラウンイッシューの担当官庁が、環境省（天然資源環境省）と工業省に２分されてい

るという特徴がある。工業省には公害対策を推進する立場の工場局（DIW）と工業化を推

進する工業振興局（DIP）が混在しており、現状では DIPの政策が優先される面があるた

め、DIWの法規制執行は不徹底になっている傾向が続いている。

一方、本プロジェクト・フェーズⅠの開始に伴って 1997 年に新設された工業用水技術

研究所（IWTI）は、工業省工場局（DIW）の内部組織であるが、工業排出規制に関する執行

機関とは切り離された組織になっており、IWTIの任務は 1997 年の局令では工場等に対

する用廃水処理、水使用合理化、再利用の技術サービスを行うこととされ、その結果

IWTIは工場側の需要に対応して活動するという枠組みが成立している。

企業側にとって、本プロジェクトによる技術協力の受入れに対するインセンティブは、

公害対策の法的な義務を果たすための対策技術を導入する必要性、及び工場における用

水使用量を削減することによって生まれるコストダウンへの期待の２点である。（水使用

合理化については、その波及として廃水量が減少し廃水処理コストが削減されるという

効果もある。） これらのうち公害対策については上記のとおり法規制執行が不徹底であ

ることや資金的な制約から、特に中小工場にとってこの技術サービスを受けようとする

インセンティブは小さくなる傾向がある。一方、水使用合理化（及び用水処理）によるコ

ストダウンのメリットを認識した工場にとってはその部分の技術サービスを受け入れるイ

ンセンティブがはたらいており、この点のみが IWTIと工場側の意図が一致する。

JICAによる IWTIに対する技術協力では、用水処理、水使用合理化、廃水処理、廃水

－4－



再利用を対象としているが、現状では用水処理と水使用合理化の部分が活発であり、廃

水処理については消極的な状況といえる。しかし、実験機材投入や専門家の投入はむし

ろ廃水処理に重点が置かれていることを考慮すると、プロジェクトの計画は半分しか稼

働し得ない状況に陥っていると考えられる。

２）持続可能性の重要性

本件のような工場用廃水に特化した技術協力が、上記のようなタイの公害対策行政の

状況のなかで持続可能性を持ち得るかが課題である。

JICAによる技術協力のうち工場用廃水に特化した技術を取り扱った案件は少なく、最

近では本件と中国水汚染・廃水資源化研究センターがある。中国の案件については 1992

年から 1997 年にかけての協力が終了しており、1999 年には事後現況調査が中国事務所

により実施された。その結果（既に 1998 年に判明していたが）、協力期間中に活動し技

術移転を受けたカウンターパート（C/P）は終了後 1 年後には既に元の兼務していた部局

に戻されており、実験機材等は北京市内にあった研究所から郊外の町役場に移されて清

華大学等の研究機関に貸し出されていた。この原因については 2002 年度 JICA企画・評

価部により事後評価調査が行われるため、そこで詳しく分析されることになるが、高額

な機材の維持管理が財政的に困難になったことが直接的な原因のように報告されている。

くわえて、廃水再利用や水使用合理化に関する技術需要の顕在化、技術需要に対する同

研究所の任務の継続性といった面にも問題があった可能性がある。

タイにおける IWTIプロジェクトの場合も、10 名の C/Pが DIW等の他部局と兼務し

た状態であることや、IWTIの任務が工場側の技術需要に依存する一方であることから、

プロジェクト期間中に十分な成果が表れないと、組織としての存続が困難になる可能性

は十分にあると考えておくべきである。

タイにおける工場用廃水に特化した技術協力の持続可能性については、工場側のコス

トダウンに関するインセンティブを引き出すことと、実効性のある公害対策と連動した

廃水処理技術の需要の顕在化という点を検討しておく必要がある。前者については、工

場の生産コストに占める用水コストが僅か１％程度であることから、省エネルギーやク

リーナープロダクションといった技術サービスと連携しないと十分なインセンティブ付与

にはつながらない。省エネルギーについてはエネルギー省、クリーナープロダクションに

ついては DIWの CTU（Cleaner Technology Unit）が担当しており、IWTIにとってはそ

れらと連携しないと工場側の需要を引きつけられない。一方、後者については水質汚濁

のみを担当することから大気汚染や廃棄物対策など公害対策を一元的に担当する機関に

発展する方向性も考えられる（産業公害対策技術研究所への発展）。公害対策については
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環境モニタリング機関との連携も重要であるが、これの担当部局である DIW の BFCI

（Bureau of Factory Control and Inspection）や BIET（Bureau of Industry Environmental

Technology）の環境監視機能や技術レベルが低迷している状況であることは考慮しておく

必要がある。

IWTIは時限的には DIW内部部局であり、全額政府予算による工場への技術サービス

を実施していくが、本協力が終了した後の実施体制や予算のことを、政策レベルでどの

ように考えていくかについては、追加的な助言・協力を今の時点で行っておくことが、

IWTIの持続可能性を確保するうえでは重要かと思われる。

（2）中間評価結果について

全般的に言って、上記のような制約があるなかでは C/P（コンサルティングセクション

のみ）は精力的に活動しているが、用水処理と水使用合理化技術に特化しており、廃水処

理や再利用技術、特に実験に関するスキルと活用には（１名の C/P を除き）及んでいな

い。研修セクションと情報セクションの活動は全く沈滞している。

コンサルティングについては、JICA技術協力の計画とは別個に、DIW前局長の指示に

よる「28 工場に対する水使用合理化技術サービスプロジェクト（通称、Kプロジェクト）」

が１年前から開始されており、工場調査、現場指導セミナー、対策案の列挙、優先対策

案の協議、最終提案書の作成・提出という流れで進んでいる。現時点で28 工場への対策

の列挙は終了しており2003 年３月までにはほぼ終了する予定（最終提案書は８月提出）で

ある。対象としているサブセクターは、水使用量の大きい繊維、食品加工、ゴム、紙パ

ルプ製造業である。クライアントである工場については、大工場・中工場・小工場と分

けると、大工場については資金力があることから民間コンサルタントによる技術指導を

受けて自立的に対策を行っており IWTIに依存する傾向は少ない。日系企業など海外直

接投資により設立された工場は当初から水使用合理化、廃水対策等は十分に対応してい

ること、またこれらの技術力は IWTIを遙かに凌ぐものであり、対象外である。（大規模民

間セクターの技術は十分に高い。） 小工場については資金的制約が大きいこともあり、

また水のコストが極めて小さい割合であることもあって水使用合理化の需要が小さく、

IWTIの技術サービスを受ける意向が大きくない。したがって、IWTIに適したクライア

ントは今のところ中規模工場であると考えられる。これら工場のレベルは、ボイラー、ソ

フナー（軟水機）、冷却塔などの適切な使用方法すら知らないで操業しているレベルであ

り、使用水量の計測すらしていないため、IWTIの技術指導も十分な便益が今のところは

ある。Kプロジェクトによる成果は、C/Pが中小工場の技術ニーズを正確に把握できた

こと、主にフェーズⅠ段階で得た用水処理技術、水使用合理化技術を実際の工場に適用
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する機会を得て技術コンサルティング能力の育成になっていることがあげられる。また研

修活動についても現場でのセミナーを開催した経験から、少なくとも工場側のニーズは

とらえられたと思われる。

研修活動については、基本的な講義や実習などを IWTIで実施する需要はあると思わ

れるが、研修セクションも Kプロジェクトに参加しているため、研修計画の作成などに

十分な労力を配分できていない。情報サービスはシステムの計画や設計に関して十分な

技術レベルの対応はしていない。これは主に情報セクションの C/Pに情報処理技術の基

礎がないことと、システム設計について JICA側の投入計画に十分な位置づけがなされて

いなかったせいもあろう。

技術指導上の問題点として、廃水処理等の実験について C/Pの関心が不十分であるこ

とがあげられる。僅か 1 名の C/Pが荒木専門家に師事してゴム工場の廃水処理について

の実験を行っているが、他の者はセクションチーフを含めて実験の意義を十分に理解し

ているとは言えない。これは Kプロジェクトにおけるコンサルティングサービスの所要

な技術レベルが浅く、特に廃水処理の技術指導を行う際に不可欠な実験を行う需要が少

ないことにも起因している。しかしプロジェクト期間は残り2年半であることから、専門

家の指導を受け、主要供与機材である実験機器を活用して、今の段階で全員の C/Pが実

験に関するスキルを向上させる必要性がある。

（3）今後のプロジェクト協力について

１）コンサルティングセクション

第 1 に、Kプロジェクトで実施した 28 工場の調査を基に、水使用合理化の面で成功例

となるケーススタディを1 － 2 ケース選択し、3 月に実施する3 日間セミナーにて発表し

て工場側の関心と技術サービス受入れのインセンティブを向上させることとする。この業

務はコンサルセクションの C/Pが主体となって実施する。

第 2 に、日本側専門家の強い指導力により、繊維、ゴム、食品加工の 3 業種から 1 工

場ずつ、特に廃水処理に強い需要を感じており主体的に IWTIの技術サービスを受けよ

うとする工場を募って、廃水処理施設の概念設計を C/Pが実施できるよう指導する。こ

の業務により、廃水処理施設のエンジニアリングサービスの基本を習得させるとともに、

ラボラトリー実験の重要性を理解させつつスキルも向上させることを目指す。これまで用

廃水処理技術の専門家を擁しながら一度も活用されなかった本格スケール段階の技術に

触れさせることが必要である。

第 3に、Kプロジェクトの後の工場調査プロジェクトが IWTIにより計画され予算も確

保されているが、浅いレベルの技術指導を行った Kプロジェクトとは異なり、次の段階
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では繊維と食品加工業界から合計 15 工場を選択し、より深い技術サービスを C/Pが実

施する計画である。これについては 28 工場のうちからフォローアップを行う工場も含ま

れてくる可能性がある。留意点としては、Kプロジェクトの場合はカンヤ前 DIW局長の

指導がありタイ工業界（FTI）との連携を基礎として、FTIから工場の推薦を受けるかたち

であった。新たなプロジェクトではヴィラDIW局長の意向もあって FTIに限定せず広い

工場リストから適切な中小工場を選択することになる。

２）研修セクション

研修セクションはほとんど活動をしてこなかったが、これは Kプロジェクトに参加し

てゴム工場 8 件を担当して技術指導を行っていたためである。今後、まず2003 年 3 月に

工場の関係者を対象として 3 日間のセミナーを開催する予定であり、その機会を利用し

て、前述の成功例ケーススタディ報告、工場から需要のあった用水処理技術・水使用合

理化技術の基本部分の講義・実習等が計画される。研修セクションの C/Pは技術力に自

信がなくレベルも低かったが、基礎部分の講義・実習が指導できるよう目標を設定して、

専門家の指導も活用して技術レベルを向上させる必要がある。

３）情報セクション

情報セクションもホームページ、パンフレット作成以外は目立った活動をしてこなかっ

たが、現時点でも直面しているニーズがある。これは Kプロジェクトを通じて得た工場

の詳細情報を IWTI内部で共有して活用するためのデータベース構築である。ただし、デ

ータベースの構築については、初歩的なプログラミング技術で発展活用しにくいものを作

成することよりも、将来 DIWの工場統計に連動して有効性を高めるためのシステム設計

がまずは必要である。JICAからの短期専門家投入の可能性もあるが、専門家グループと

C/Pで今後早急に協議して、システム構築の計画を策定し、必要な技術協力を JICAに

要請するなどの作業に入ることとする。

４）政策に関する助言

これは既定のプロジェクト計画とは別個に考えられる協力であるが、DIW局長に対し

て、IWTIの今後の発展・活用について、調査し提案することを目的として検討すること

にしたものである。冒頭に述べたように、IWTIプロジェクトはタイ政府の公害対策政策

が不徹底なことから、廃水処理等の重要な部分に関する技術協力活動、C/Pによる成果

の発揮が抑えられている状況にある。この調査と提案については、2003 年 3 月を目処に

完了するよう、日本からコンサルタントもしくは短期専門家のかたちで、短期派遣を行

う構想である。関係省庁、実施機関、タイの環境行政、法令等を調査し、将来 IWTIが

どのような方向に発展することが適当かといった面での提案を行うこととする（調査結果

については付属資料「短期調査員報告書」参照）。
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（4）プロジェクト終了後の展開について

この中間評価の段階では調査不十分な面があり、協力期間終了後に IWTIがどのような

形で存続し、または発展するかについては全く明らかではない。この点についてはDIW局

長にも問うているが、明確なビジョンが伝えられない状況であり、そのことを IWTI所長も

懸念している。一方、本プロジェクトが日本側からのはたらきかけで開始され、新たに

IWTIという技術サービス機関をタイ政府に設立させた経緯を鑑みるに、IWTIの持続可能

性については日本側にも相当の責任があると考えるべきである。

タイ側 DIW局長等の消極性を観察すると、日本側の尽力によって IWTIの技術力の向

上、工業界から技術力を認められることなどの成果をあげることを期待しているように見

受けられ、その成果次第でプロジェクト終了後に IWTIをどのように処遇するかを考えよう

としている趣である。したがって今回の協議では、IWTIの独立行政法人化、公益法人化、

政府内部機関としての存続等のオプションについては全く方針すら示されなかった。

IWTIの将来性については既に記述したが、公害対策技術研究所のようなかたちで水質汚

濁問題、大気汚染、廃棄物対策等を総合的に取り扱う機関に発展統合する可能性も検討さ

れる必要があり、そうしたビジョンに沿って現在の工業用水に特化した IWTIへの技術協力

の方針を検討する必要がある。

今回、タイ側と協議して検討することとした DIW局長への政策アドバイザーについて

は、こうした展望を描くことを目標として必要な調査・調整・協議を行い、政策オプショ

ンを示すことができるよう、進めていくこととしたい。

（5）その他

本プロジェクトの活動については専門家グループから累次にわたり C/Pの人間関係が難

しく、活動に支障を来していることが報告されている。この点について IWTI所長は 2003

年 1 月を目処に C/Pのセクションを再編成する意向をもっていると日本側に伝えている。

これにより特に内部での情報共有の問題、研修と情報セクションの活発化を期待すること

とする。
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２－１－２　団員所感

IWTI プロジェクト（フェーズⅡ）の今後の進め方について

（技術協力計画）大明修

タイ工業用水技術研究所（フェーズⅡ）の中間評価調査に参加し、プロジェクトの今後の進め方

について、調査を通じて感じたことを技術面から以下に述べる。

１．用排水処理プロセス

（1）用水処理

コンサルティング： Kプロジェクトの活動の結果、従来から得意としてきた軟水器の運転条

件の改善に加え、砂ろ過、活性炭、塩素消毒と処理プロセスの幅が広がってきており、カ

ウンターパート（C/P）の努力と専門家の指導の効果は大きい。これらは工場調査の結果、

改善の必要性から出たもので、いわゆる、ニーズ志向による対象選定として好ましい。

これらを単なる、定性的、詩論家的指摘に終わらせるのではなく、移転技術による定量

的に検討を施し、改善導入の可能性を客観的に判断できる根拠のある改善案として工場に

提案してほしい。

さらに、用水処理については、タイの工業用水の問題、例えば、塩水化・高硬度等をユ

ニットプロセスだけで解決するのではなく、ソーダライム法、膜、イオン交換の組み合わせ

等処理システムの検討による、より効率的解決策を専門家の指導により準備しておくこと

がコンサルタントとして優位性を保つことにつながる。

研　修：この分野での研修セクションの具体的活動はないようである。コンサルティングセク

ションの活動を通じて C/P、専門家から必要な情報の提供を受け、今後の研修活動に必要

な教材作成に備えることが重要である。

情　報：生きた情報の価値を理解し、有効活用できるようデータ、情報の入手と整理が必要

である。情報セクションは陣容と自己の実力を認識して、当面、インハウス情報センター

を目指す方がよい。コンピューターは、あくまで情報管理の手段であり外注も可能なこと

を考慮し、C/Pはデータベースを作成する情報の入手と整理、活用の方法をユ一ザとなる

コンサル、研修セクションと共同して検討しておく必要がある。

（2）排水処理

コンサルティング： Kプロジェクトが開始されてから、排水処理のエンジニアリングによる

改善提案の例はない。原因は、社会の環境保護に対する認識、工場局（DIW）の方針と規制

への取り組み及び他部署との縄張り等奥深い問題を抱えているため、C/Pも積極的に取り
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組まない状況にある。しかしながら、団長所見にも記述されるように、今後グローバルに

みて、タイにおいても環境問題を無視した産業活動はありえず、工業用水技術研究所

（IWTI）発足時の精神を尊重して、排水処理には積極的に取り組んでいく必要がある。フェ

ーズⅠで移転した技術、フェーズⅡの専門家のもつ技術をもって、今すぐでも十分対応可

能である。今後の活動は、IWTI C/Pの姿勢に負うところが多い。先ずは、C/Pに本技術

に対する興味と自信をもたせることが必要で、今後、タイ側の工場調査プロジェクトに当

該技術の移転計画を組み込んだり専門家の指導のもと、改善提案の策定を実施に移すこと

が肝要である。特に、ゴム工場は排水処理に深刻な問題を抱えており、排水処理の近代化

は、DIW の重要課題になっている。本プロジェクトで、当該技術の移転の機会を逃すと

IWTIは必ず後悔することになる。

研修、情報：用水処理と同様、排水処理についてもデータ、情報の収集・整理を行い将来の

活動に備える必要がある。

一方、公害防止管理者の教科書作成は DIWの他部署で実施され完成している。今後は、

公害防止管理者研修に IWTIが関与でき、何らかの利点がもたらされるか検討の余地はあ

る。

２．用排水処理実験

コンサルティング：予定されたほとんど機器が納入され、実験マニュアルの整備も完了してい

る。また、活性汚泥、加圧浮上等汎用技術の実験は既にスタートした。しかし、移転対象

となる C/Pは限定されており、現在、機材の活用と技術移転の進捗は十分とはいえない。

問題は、C/Pが Kプロジェクトによるロード過多から改善案について浅い検討しかできず、

実験の必要性、重要性を感じるまでに至っていないことである。IWTIの実験は研究のため

ではなく、プロセスの評価と設計精度を上げるためのものであることを C/Pに認識させ、

実験データをプロセス設計に活用して早く実効を上げることが重要である。

研　修：研修担当の C/Pが実験を担当していることから、今後、実験機を使用して工場、イ

ンスペクターを対象としたワークショップ研修も計画できる。

情　報：実験で取得されたデータのコストと価値は高い。データ散逸を防ぐため、整理と管

理の方法を検討し知的財産として蓄積することが情報セクションの重要な役割である。

３．用水水質管理、水使用合理化

コンサルティング： Kプロジェクトを通じて、ボイラー、冷却塔の水質管理を行っている。

今までに移転された水使用合理化技術は、汎用技術によるものが多いが、中小工場には有

効に適用される。今後は、クリーナープロダクション等の思想による環境対策への結びつ
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けとウォーターピンチテクノロジー等の工学的手法の適用が課題となる。さらに、タイの用

水単価を考えると、水合理化による省エネルギー等を絡めた、トータル的コスト縮減を打

ち出す必要がある。これも排水処理と同様、定量的にコスト縮減を評価し、工場の改善に

対する意欲を増す必要がある。そのためには、C/Pに物質収支、エネルギー収支等に基づ

くコスト試算手法を習得させる必要がある。

研　修：以前から、ボイラー、冷却塔の基礎技術の講師を目指して教材の準備と講師となる

べく技術を習得中であるが、Kプロジェクトによる遅れが目立つ。まだ技術の幅が狭く研

修が魅力あるものにできるかどうか疑問が残る。IWTIの保有する技術の共有化の点からコ

ンサルセクションとの協力及び他部署との連携も試みる必要がある。C/Pの意識改革と更

なる専門家による技術指導が望まれる。
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評価５項目にかかる評価結果概要

１．妥当性

現在のタイにおける用廃水管理技術の需要は、主に用水処理と水使用合理化にあり、廃水処

理と再利用にかかる需要は比較的低い。本プロジェクトでは既にコンサルティングサービスの提

供を開始しているが、機材の適正使用に対する指導を行うことで、生産ラインで使用される用

水量の削減に成功しており、タイ産業界の二一ズを満たす活動を進めている。また、上位目標

とプロジェクト目標にも整合性がある。廃水処理と再利用に関して、IWTIは必要な知識と技術

を本プロジェクトで蓄積しており、廃水処理と再利用にかかる産業界の二一ズが発生した際に

適切な技術指導を行えるように備えている。

２．有効性

IWTIは繊維・食品・紙パルプ・ゴム産業を含む 28 工場に対するコンサルティングサービス

を既に開始している。C/Pは技術移転で習得した基礎的な技術を工場での実際的な問題に応用

しており、工場調査を実施する十分な能力を有する。廃水処理と再利用に関する技術力は、プ

ロジェクト終了までに更に向上できる余地がある。一方、本プロジェクトはこの１年間のコンサ

ルティングサービスを提供する活動を優先してきた背景があり、プロジェクト終了に向けて、研

修及び情報サービスの実質的な活動は活発化される見込みである。

３．効率性

質・量・タイミングなど投入にかかる諸条件はおおむね適切であり、効率的に活用されてい

る。タイ工業連盟（FTI）との連携はプロジェクト活動の促進に貢献しており、プロジェクト終了

までに、更なる連携が見込まれる。しかし、用廃水処理実験を担当しているテクニシャンは専

門家からの技術移転を受けているにもかかわらず、正職員として雇用されていない。ラボラトリ

ーでの活動は用廃水処理に欠かせない技術であり、IWTIは実験を担当する複数の人材を確保す

る必要がある。

４．インパクト

IWTIの活動は、生産ラインにおける水使用の合理化と機材の適正運転を促進することで、工

場でのコスト削減と適切な用水水質管理を可能にするインパクトが見込まれる。一方、適切な

廃水処理と再利用を促進するインパクトが発現されるには、まだ時間がかかるものと見込まれ

る。中小工場において廃水処理技術に対するニーズが発生するには、中小工場での環境規制が

強化されると同時に、中小工場に対する資金的なインセンティブを政府の政策の一環として付
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与する必要がある。

５．自立発展性

組織制度的な自立発展性を確保するには、IWTIの政策的な役割がより明確化され、クリーナ

ープロダクションなど類似した部門から差別化できるサービスを提供する必要がある。財務的な

自立性について、IWTIは今後も政府機関として無料の技術サービスを提供する意向であり、政

府からの予算配分を確保するには具体的な成果とサービスの有効性を実証する必要がある。技

術的な自立性について、C/Pはこれまでに Kプロジェクトの実施をとおして水使用合理化を促

進する実務的な能力は身につけているため、廃水処理と再利用にかかる知識と経験、及び用廃

水処理実験に関する技術を一層蓄積する必要がある。
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２－２　協議結果

－15－－15－

調査・協議事項

1.中間評価

（1-1）目的

（1-2）方法

現状・問題点等

協力期間 5 年間の半ばである現

時点において、評価 5 項目（効

率性、目標達成度、インパク

ト、妥当性、自立発展性）の観

点から現行のプロジェクトの計

画内容、及び実施状況が適当で

あるか否かを検討する。その結

果を踏まえ、必要に応じて今後

の計画内容、実施体制の見直し

の要否について提言を行う。

対処方針

PCM手法による評価を行う。これは以
下の 5 項目の観点で評価を行い、結論、

提言、教訓を導き出すものである。

（1）妥当性

タイ側のニーズとの整合性はあるか、

日本の援助事業としての妥当性はある

かを調査する。

（2）有効性

プロジェクトの実施により、期待され

る効果が得られたか、プロジェクトは

有効であったといえるかを調査する。

また、プロジェクトの有効性に影響を

与えた貢献、阻害要因を調査する。

（3）効率性

投入された資源量に見合った成果が実

施されているか、プロジェクトは効率

的であったといえるかを調査する。

（4）インパクト

プロジェクトの実施による間接的・波

及効果はあったか、プロジェクトはイ

ンパクトを生み出したといえるかを調査

する。また、上位目標の達成に影響を

与える貢献・阻害要因は何か、プラ

ス・マイナスの影響をもたらした要因

は何かを調査する。

（5）自立発展性

プロジェクトの効果は協力終了後も持

続していくかを調査する。また、自立

発展に影響を与える貢献・阻害要因は

何かを調査する。

調査結果

評価結果は第3章

のとおり。今後の

活動計画、実施体

制の見直しについ

ては2003 年 3 月

末を目途に引き続

き検討し、改めて

協議を行うことと

した。

第 3 章　調査結

果のとおり。
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（1-3）手順

（1-4）中間
評価 PDM

2-1

今後の活動

計画

2-1-1PDM

（1）上位目標

（2）プロジェ

クト目標

本プロジェクトでは実施協議

調査時に PDMを作成した。
中間評価を行うにあたっては

これまでに実施してきたプロジ

ェクト活動及び計画を網羅し、

整理し直した「中間評価用

PDM」を作成する。

現在の PDMは以下のとおり。

タイ産業界がより効率的な用

水利用及び廃水処理・再利用を

行える。

IWTI がタイ産業界に継続的
に工業用水供給、水使用合理

化、廃水処理・再利用に関する

技術指導を行える。

今次の中間評価の作業は大きく分け

て次の2 項目からなる。

（1）コンサルタント団員（評価分析）が

派遣前、派遣中に評価のための情報を

収集し、調査結果を取りまとめ、他の

団員へ報告する。

（2）報告を受けた残りの団員はその内

容についてタイ側と協議し、合意を得

る。

左記について確認し、変更の必要があ

れば変更する。

修正の必要があればタイ側と協議し、

修正する。

上位、プロジェクト目標を達成する

にはタイ産業界が工業用水の問題に関

心を持つことが必要である。そのため

には①関連した法律が整備されており、

監視・罰則システムが整った状態で運

用されていること、②工業用水のコス

トが高めであり、廃水処理・再利用が

コスト減につながること、が必要であ

る。当調査団で以上の 2 点についてタ

イの状況を確認する。

また継続的に産業界へ技術指導を行

うには組織としての安定性を保つ必要

がある。組織としての安定性には人材

の定着率、財政能力が大きな要因とな

る。特に機材の維持管理費を負担でき

るかどうかは、プロジェクト終了後の

組織の存続にも関わるので、IWTI側の
財政能力、プロジェクト終了後の見通

しについて確認する。

当調査団では修

正せず、来年3月

末を目途にタイ・

日本側共に検討を

続け、改めて協議

する事とする。

工業用水のコス

トは徐々に上昇し

ているものの、現

段階ではタイ産業

界における廃水処

理・再利用に関す

るニーズよりもコ

ストの方が高いの

が現状である。

公害防止官吏者

制度が3年以内に

実施される予定で

あり、排水基準に

関する取締も強化

する予定であると

のことであった。

調査・協議事項 現状・問題点等 対処方針 調査結果
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（3）成 果

（4）活 動

〈研修部門〉

・機材の供与は順調に行われてい

る。2001 年 12 月の局令により

IWTIはDIWのDivisionに昇格し、
組織的には強化されているといえ

る。しかしながら現在、産業界に

対してはコンサルティングサービス

の提供が主となっており、情報、

研修サービスの提供はほとんど行

われていない。

2-1 産業界及び他関係機関から、研
修サービスに必要な情報を収集

する。

2-2 技術提供のターゲットとするセ
クター、工場規模を選定する。

2-3 研修部門のオペレーションプラ
ンを作成する。

2-4 研修部門スタッフへの技術移転
計画を作成する。

2-5 研修部門スタッフへの技術移転
カリキュラムを作成する。

2-6 研修部門スタッフへの技術移転
のための参考資料を作成する。

2-7 講義により研修部門スタッフへ
の技術移転を行う。

2-8 工場エンジニア、公害防止管理
者・運転者、DIW検査官用のガ
イドブック・参考図書を作成する。

2-9 工場エンジニア、公害防止管理
者・運転者、DIW検査官を対象
とするセミナー・研修コースを

実施する。

2-10 研修部門スタッフの技術レベ
ルを把握する。

・研修部門 C/Pは現在 Kプロジェ
クトに参加し、コンサルティング業

務を行っている。コンサルティング

の過程としてインハウストレーニン

グ、短期専門家の赴任にあわせた

セミナーを開催する。

工場エンジニア、公

害防止管理者・運転者

を対象とするセミナー

及び研修コースは既に

他機関（TEI）によって実
施されている。また企

業向けのセミナーも一

部実施している機関が

ある。IWTIとして研修
サービスと行う場合、

対象と内容を他機関と

重複しないよう検討す

る必要がある。

現在、コンサルティング業

務に追われているため実験設

備はほとんど使われていな

い。しかしながら 1 月に現在

のチーム分けを変更し、廃水

処理に関するコンサルティン

グを開始することとなってい

る。廃水処理に関するコンサ

ルティングをするうえでは実

験データは不可欠となるの

で、1 月以降は実験機材が活

用されると予想される

公害防止管理者・運転者向

けの研修に関してはいまだ研

修実施機関は決定していない

ため、IWTI がかかわる可能
性はゼロではない。しかしカ

リキュラム内容は水だけでな

く、大気・土壌等も含むので

他機関と連係しての参加とな

り、難しいと考えられる。

現在、環境関連の問題を扱

い研修を実施している機関は

複数あるが、直接工場に入

り、指導している機関はない。

また、水に特化した研修を行

っている機関もないので、

IWTI の優位性はあると考え
られる。

調査・協議事項 現状・問題点等 対処方針 調査結果
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〈コンサルテ

ィング部門〉

3-1 産業界及び他関係機関か
ら、コンサルティングサービス

に必要な情報を収集する。

3-2 技術提供のターゲットと
するセクター、工場規模を

選定する。

3-3 コンサルティング部門の
オペレーションプランを作

成する。

3-4 コンサルティング部門ス
タッフへの技術移転計画を

作成する。

3-5 コンサルティング部門ス
タッフへの技術移転カリキ

ュラムを作成する。

3-6 コンサルティング部門ス
タッフへの技術移転のため

の参考資料を作成する。

3-7 講義によりコンサルティ
ング部門スタッフへの技術

移転を行う。

3-8 工場調査を行う。
3-9 用排水処理実験のマニュ
アルを準備する。

3-10 ラボ・ベンチスケール実
験機によるオペレーショ

ン・エンジニアリング用デ

ータの収集及びベンチスケ

ール実験機による処理シス

テムのデモンストレーショ

ンのための用排水処理実験

を行う。

3-11 概念設計及び改善提案を
作成する。

3-12 実験・工場調査の結果、
及び運転状況・設備の改善

提案によって工場への技術

指導を行う。

3-13 コンサルティング部門ス
タッフの技術レベルを把握

する。

・ Kプロジェクトを 2003 年 3
月で終了させた後、年間

15 社程度のペースでコンサ

ルティングを実施する予定。

コンサルティングサービス

はおおむね順調に進んでい

る。K プロジェクトを開始す
るにあたって FTIとの協力も
開始され、産業界内での

IWTI の知名度も高まってき
ている。しかしながら工場内

部へ立ち入るコンサルティン

グ活動に協力的ではない工場

もあり、調査上の障害となっ

ている。これら工場の IWTI
への理解を深めてもらうため

にステアリングコミッティの

開催が FTI より提案された
が、具体的な方法などについ

て協議する必要がある（11 月

に第 1 回を開催予定）。

Kプロジェクトが2005 年 3
月を目途に終了した後、その

中からフォローアップとして

ピックアップした 2、3 工場

と新たに 15 工場を選定しコ

ンサルタント活動を継続す

る。ただし、今回からは

IWTI がイニシアティブをと
って工場の選定を行い、技術

移転計画と連携させたコンサ

ルティング部門の活動を行う

こととする。また、産業界へ

IWTI の活動への理解を求め
るため、今までコンサルティ

ングを行った工場のなかから

成功事例を 2、3 ピックアッ

プし、3 月の研修時もしくは

FTI とのステアリングコミッ
ティ上にて発表する。

調査・協議事項 現状・問題点等 対処方針 調査結果
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〈情報部門〉

3. PO・APO
の見直し

4. 日本側の
投入

（4-1）専門家
の派遣

（a）長期
（分野、人数）

4-1 情報サービスの計画に必要な情
報・データを内外から収集する。

4-2 対象とする情報を選定する。
4-3 情報部門のオペレーションプラ
ンを作成する。

4-4 情報部門スタッフへの技術移転
計画を作成する。

4-5 情報部門スタッフへの技術移転
カリキュラムを作成する。

4-6 情報部門スタッフへの技術移転
のための参考資料を作成する。

4-7 講義により情報部門スタッフへ
の技術移転を行う。

4-8 情報管理のためのマニュアルを
作成する。

4-9 ファイル及びデータベースによ
り情報を管理する。

4-10 IWTIの年報を発行する。
4-11 ホームページを作成する。
・ホームページ、センター内共有

システム、センターパンフレット

（タイ・英）を作成。データベース

は外部業者に発注し作成したが未

納品。現在は実質活動していない

に近い状態にある。今年度中にビ

デオの作成を予定している。

3-1.Kプロジェクトを中心にコンサ
ルティングセクションは順調に活

動をしているが、トレーニング・

インフォメーションセクションが

機能していない。このままでは

PO の実現が無理な可能性が高
い。

〈派遣済み〉 1 名

〈派遣中〉 5 名

1.チーフアドバイザー
2.業務調整員
3.用排水処理
4.用排水処理実験
5.用水供給・水使用合理化

外部を対象とした情

報提供はともかく、コ

ンサルティングで集め

た情報の整理・共有化

は活動の効率化からも

必要である。現在、何

が問題で活動が止まっ

ているのか、解決策は

ないか調査する。

完全に実行が無理という

ことであれば、実現可能

な計画に見直す必要があ

る。しかしその際には産

業界のニーズ、他機関と

の重複部分を検討したう

えで、見直す必要がある。

必要であれば専門家の

派遣分野など投入方法

を検討する。

タイの文化として情報共有

が難しいという事情もある

が、まずは IWTI 内でどのよ
うなデータベースを作成する

べきなのか、どういう情報を

蓄積し活用するべきかを整理

する必要がある。それに応じ

て短期専門家やローカルコン

サルタントを活用するという

選択肢を検討することとし

た。

当調査団では決定はせず、

PDM 同様 3 月末を目途に検
討を続ける。

調査・協議事項 現状・問題点等 対処方針 調査結果
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（b）短期
（分野、人数）

（4-2）研修員
受入

（2）タイ側

の投入

（a）施設・
設備

（b）C/Pの
配置

５.プロジェク
トの実施体制

（1）財務 工場局の環境対策が、命令･管理

からサービス提供へ移行し、本研

究所に対する官民からの期待が高

いことは各種調査において確認さ

れている。また K プロジェクトに
よって業界内での IWTIの業務への
理解も広がっていると思われる。

しかしながら省庁再編に関係し、

予算手法が変更されることで、予

算獲得のために活動計画立案・実

施においてセンターに責任が求め

られる。

派遣済み 10 名

派遣予定　 5 名

（1）人数：受入済み 4 名

受入予定　 4 名

（2）期間：数週間

（3）分野：工業廃水技術

技術協力協定に基づき、以下の建

物及び設備をタイ側が負担する旨

R/Dに記載。
（1）日本人専門家の執務室及び必

要設備

（2）技術移転に必要な講義室及び

会議室

（3）供与機材のための建物、設備、

スペース

（4）プロジェクト実施に必要であ

ると双方が合意したその他の設備

技術協力協定に基づき、現在以下

の人員が配置されている。

所長　　　　　　 1 名

フルタイム C/P 10 名

技術補助員　　　 1 名

事務職員　　　　 4 名

運転手　　　　　 1 名

研修のノウハウや、経

営分野の専門家など技

術分野以外の専門家の

投入を検討する。

当調査団では決定はせず、

PDM 同様 3 月末を目途に検
討を続ける。

調査・協議事項 現状・問題点等 対処方針 調査結果
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（2）組織

６.今後の実
施体制他

2001 年 12 月の工業振興局（DIP）
の局令により局長の直属の組織

（Division）として位置づけられDIW
の一部署となった。これにより独

自の予算の確保が可能となった。

2002 年 10 月に行われる予定であ

った省庁再編は延期されたものの、

再編の動きがなくなったわけではな

い。今後 IWTI の独立行政法人か
もあり得るというのが現状である。

将来的な IWTI の位
置づけがどうなるのか

不明。特に省庁再編の

動きにどう対応してい

くのか。DIW 内でどの
ような立場を維持し、

目指すのかを確認する。

過去 2 回の局例が出されて

いるが、あくまでも DIW 内
で有効なものでしかないため

C/Pも現在は出向というかた
ちになっている。これらの状

況を改善するには DIW とし
て IWTI をどのように位置づ
けていくかを明確にしてもら

う必要があるが、明確なビジ

ョンはなく今後の IWTI の活
動次第、ということのようで

あった。そのためにも IWTI
には K ・ Post K プロジェク
トにおいて結果を出し、産業

界からのサポートを得る必要

がある。また当調査団では

DIW 内での公害対策政策へ
の助言を行うためにコンサル

タントもしくは短期派遣専門

家の派遣を提案した。

省庁再編は 10 月末に実施

された。DIW の局長以下大
きな影響はないようである

が、新しくできた天然資源環

境省と重複する部分が多いの

で今後調整が必要となると考

えられる。

調査・協議事項 現状・問題点等 対処方針 調査結果



第３章　プロジェクト評価結果

３－１　評価５項目

３－１－１　妥当性

現在のタイにおける用廃水管理技術の需要は、主に用水処理と水使用合理化にあり、廃水

処理と再利用にかかる需要は比較的低い。本プロジェクトでは既にコンサルティングサービス

の提供を開始しているが、機材の適正使用に対する指導を行うことで、生産ラインで使用さ

れる用水量の削減に成功しており、タイ産業界のニーズを満たす活動を進めている。また、

上位目標とプロジェクト目標にも整合性がある。廃水処理と再利用に関して、工業用水技術

研究所（IWTI）は必要な知識と技術を本プロジェクトで蓄積しており、廃水処理と再利用にか

かる産業界のニーズが発生した際に適切な技術指導を行えるように備えている。

３－１－２　有効性

IWTIは繊維・食品・紙パルプ・ゴム産業を含む 28 工場に対するコンサルティングサービ

スを既に開始している。C/Pは技術移転で習得した基礎的な技術を工場での実際的な問題に

応用しており、工場調査を実施する十分な能力を有する。廃水処理と再利用に関する技術力

は、プロジェクト終了までに更に向上できる余地がある。一方、本プロジェクトはこの 1 年

間コンサルティングサービスを提供する活動を優先してきた背景があり、プロジェクト終了に

向けて、研修及び情報サービスの実質的な活動は活発化される見込みである。

３－１－３　効率性

質・量・タイミングなど投入にかかる諸条件はおおむね適切であり、効率的に活用されて

いる。タイ工業連盟（FTI）との連携はプロジェクト活動の促進に貢献しており、プロジェクト

終了までに、更なる連携が見込まれる。しかし、用廃水処理実験を担当しているテクニシャ

ンは専門家からの技術移転を受けているにもかかわらず、正職員として雇用されていない。

ラボラトリーでの活動は用廃水処理に欠かせない技術であり、IWTIは実験を担当する複数の

人材を確保する必要がある。

３－１－４　インパクト

IWTIの活動は、生産ラインにおける水使用の合理化と機材の適正運転を促進することで、

工場でのコスト削減と適切な用水水質管理を可能にするインパクトが見込まれる。一方、適

切な廃水処理と再利用を促進するインパクトが発現されるには、まだ時間がかかるものと見

込まれる。中小工場において廃水処理技術に対するニーズが発生するには、中小工場での環
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境規制が強化されると同時に、中小工場に対する資金的なインセンティブを政府の政策の一

環として付与する必要がある。

３－１－５　自立発展性

組織制度的な自立発展性を確保するには、IWTIの政策的な役割がより明確化され、クリー

ナープロダクションなど類似した部門から差別化できるサービスを提供する必要がある。財務

的な自立性について、IWTIは今後も政府機関として無料の技術サービスを提供する意向であ

り、政府からの予算配分を確保するには具体的な成果とサービスの有効性を実証する必要が

ある。技術的な自立性について、C/Pはこれまでに Kプロジェクトの実施をとおして水使用

合理化を促進する実務的な能力は身に付けているため、廃水処理と再利用に係る知識と経験、

及び用廃水処理実験に関する技術を一層蓄積する必要がある。

３－２　阻害・貢献要因の総合的検証

３－２－１　計画内容に関するもの

（1）阻害要因

本プロジェクトでは、タイ側実施機関である IWTIに対して用水水質管理・水使用合理

化・廃水処理・再利用に係る技術を移転するように設計されている。しかし、タイ産業界

のなかでも特に IWTIの対象となる中小企業においては、用水管理と水使用合理化技術へ

のニーズは高いものの、廃水処理と再利用技術に対するニーズはいまだに低い。そのため、

IWTIが提供する技術サービスも前者に傾倒しがちである。工場レベルでの需要はプロジェ

クトでは左右できない外部要因となるが、中小規模の工場で廃水処理・再利用対策が積極

的に取り組まれるためには、環境規制の執行が強化されると同時に、中小企業の取り組み

を資金的に支援する制度的枠組みが必要になるものと見込まれる。

（2）貢献要因

専門家派遣に関して、長期専門家は用廃水処理・水質管理・実験など技術内容別に配置

されている一方、短期専門家は、繊維・紙パルプ・水産加工などセクター別に派遣されて

おり、明確な分掌がなされている。この専門分野の相互補完性は技術移転を効率化してお

り、C/Pからも高い評価を得ている。

３－２－２　実施プロセスに関するもの

（1）阻害要因

DIW前局長の発案で開始された Kプロジェクトでは、繊維・食品・ゴム・紙パルプ産業
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の28 工場に対してコンサルティングサービスを提供している。2003 年度は、新たに繊維・

食品産業の 15 工場に対して一つの問題に特化した技術サービスを提供する予定である。

C/P主体で Kプロジェクトを実施することで技術移転もOJTベースに代わり、C/Pがフェ

ーズⅠから学んできた技術を工場での実際問題に応用する意味で、C/Pの実務応用能力の

育成に大きく貢献している。しかし、C/Pは工場調査と改善計画の作成に専念しており、

その作業負荷は非常に大きい。また、Kプロジェクトは工場での水使用合理化に重点を置

いて進められているため、廃水処理及び再利用に係る技術移転の割合が少なくなっている

のも事実である。2003 年度の 15 工場を対象とする新プロジェクトでは、作業負荷をなる

べく少なくするために工場内の一つの問題しか扱わない方針となっているが、Kプロジェク

トのフォローアップ活動などが同時並行する見込みもあり、コンサルティングサービスの提

供によって技術移転の進捗に悪影響が及ばないように調整する必要がある。

（2）貢献要因

IWTI がディビジョンレベルへ格上げされたことで、意思決定は Project Director と

Project Managerの枠組みと同様に、DIW局長と IWTI所長とが直接つながる系統になり、

行政的な諸手続きも円滑化された。また、IWTI独自の予算枠が割り当てられ、これまでに

2006 年まで 3 か年分の予算が確保されている（多年度予算方式）。ただし、プロジェクト終

了後もディビジョン格として存続するか否かは確認が取れていない。
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３－３　評価結果詳細

（1）妥当性
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1.1. 上位目標とプ
ロジェクト目標

の妥当性

1.2. 協力計画の適
切性

1.3. 妥当性を欠い
た要因

（1）関連産業界のニーズとの整合性

●現在のタイ産業界における用廃水管理技術の需要は、主に用水処理と

水使用合理化にある。この点で、プロジェクトで進められるパイロッ

ト的なコンサルティングサービス（通称、Kプロジェクト）では、用水
処理と水使用合理化に関する問題解決に焦点を当てており、工場側の

実際のニーズに対応した活動を行っているといえる。

●廃水処理と再利用に関して、特に中小規模の民間工場では積極的な取

り組みが少ない。したがって、IWTIの廃水処理及び再利用に対する技
術指導を必要とするニーズが発現するには、タイの環境規制が強化さ

れ、工場側に対策を促す資金的な支援制度が確立することが条件とな

る。プロジェクトでは廃水処理に係る技術移転も行われているため、

廃水処理と再利用に対する産業界のニーズが出てきた際に、IWTIが適
切な技術指導を行えるように、関連技術を蓄積している段階にある。

（2）国別援助計画との整合性

●タイの国別援助計画では、以下の 5 つの優先事項が定められている。

①社会セクター開発、②環境保全、③地方農村開発、④経済基盤整

備、⑤地域協力支援。本プロジェクトは、2 つ目の優先分野である環

境保全と整合性があり、特に水使用合理化などを通じて環境対策を踏

まえた工業化の促進を目指している。

（3）上位目標とプロジェクト目標の整合性

● IWTI の技術サービスは民間工場に対して提供されるものであって、
IWTIが用水水質管理・水使用合理化・廃水処理・再利用に係る適切
な技術指導を継続的に行えば、タイの産業界もより効率的な用廃水管

理を実行できることになるため、上位目標とプロジェクト目標に整合

性はある。

（1）対象セクター選定の妥当性

●食品加工・繊維・紙パルプ産業は、他の産業に比べて用水消費量が多

いため対象として選定された。ゴム産業は、廃水の悪臭が社会問題と

なっているため、廃水処理のニーズが高いことから対象として選定さ

れた。タイ工業連盟（FTI）との協議のうえで、対象産業は適切に選定
されている。

（2）協力計画策定過程の適切性

●技術移転実施の中で計画策定に係る大きな問題は見受けられなかった。

C/P・専門家・工場側の要望は適切に実施計画に反映されている。

●妥当性を欠く要因は特に見受けられなかった。

Annex 3
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（2）有効性
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2.1. 成果の達成
状況

（1）組織体制の整備

● IWTIは工場局（DIW）内でディビジョンレベルへ格上げされ、IWTI独
自の予算で活動できるようになった。今のところ、2006 年まで 3 か年

の予算が確保されている。この点で、DIWの産業環境技術部（BIET）
の傘下に位置づけられていた当時に比べて、予算管理はより柔軟かつ

効率的となった。また、局内他部署の人員配置状況に鑑み、ディビジ

ョンレベルとして 10 名の C/P 配置は十分である。IWTI 所長も交代
し、IWTIの管理体制は効率化されつつある。

（2）機材の運用・維持管理状況

●技術協力に必要な機材・設備は実験室、あるいは倉庫に適切に配置さ

れている。RO及びMF等膜装置については、納入業者により操作方
法を説明する研修が開催され、C/Pは運転に係る理論的な知識を得た。
すべての機材・設備に係る運転マニュアルも準備されており、C/Pが
必要な際はいつでも参照できるように保管されている。

●しかし、廃水処理と再利用に対する産業界のニーズがまだ低いために

当該分野の IWTIの技術サービスが提供されていない背景もあり、現
段階では廃水処理と再利用に関連する機材・設備が十分に活用されて

いるとは言えない。廃水処理と再利用に係る機材・設備は、中・長期

的に産業界のニーズが発現された際に大きく活用されることになると

見込まれる。

（3）コンサルティングサービスの有効性

●コンサルセクションに配置された C/P は K プロジェクトのなかで 20
工場の調査を担当し、専門家による最小限の助言のもとで仕事を進め

ている。Kプロジェクトのプロセスは大きく分けて、①工場調査、②
インハウスセミナー、③顧客との協議、④改善計画書提出、⑤フォロ

ーアップ、となる。C/Pは、技術移転で得た基礎技術を工場での実際
問題に応用させる十分な能力を身につけている。Kプロジェクトの業
務範囲は、生産ラインでの水使用合理化によるコスト削減に重点が置

かれているため、廃水処理と再利用に係る技術を更に改善する余地は

ある。したがって、廃水処理と再利用の技術力の有効性は、今後プロ

ジェクト終了までに検証されることになる。また、C/Pは用廃水処理
実験を行う技術的ノウハウを更に向上させる必要もある。

（4）研修サービスの有効性

●C/Pは Kプロジェクトの一環でインハウスセミナーを開催しているも
のの、コンサルティングサービスから独立した研修コースはまだ提供

していない。第 1 回目の研修コースは2003 年 3 月に開催予定であるた

め、研修サービスの有効性もプロジェクト終了までの数年内に検証さ

れることになる。

●現在、研修セクションの C/Pも Kプロジェクトに取り組んでおり、ゴ
ム産業 8 工場の改善計画を策定している。この経験をとおして研修セ

クションの C/Pは工場での実際の問題を認識するとともに、用廃水処

Annex 8
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2.2. プロジェクト
目標の達成状況

理の技術を向上させており、Kプロジェクトへの関与は、工場の実情
にマッチした効果的な研修コースを企画するために重要な経験として

評価され、研修サービスを提供するまでの準備期間であると位置づけ

られる。

●教育手法に関する知識として、プロジェクトでは大学教授を講師とし

て招いたセミナーを C/P向けに開催した。しかし、研修コースがまだ
実施されていないこともあり、教育手法に関する技術はまだ十分に活

用されていない。

●ガイドブックに関して、専門家による技術移転内容は適切にドキュメ

ント化されている。また、3 冊のガイドブックも既に作成され、英語・

タイ語の両方で利用可能である。こうした書籍は、今後、研修コース

が開催された際にテキストとして有効利用されるものと見込まれる。

（5）情報サービスの有効性

● IWTIの LAN環境は既に構築された。情報セクションの C/Pは、ポス
ターとパンフレットの作成及び1本のビデオ制作を完了している。また、

DIWのホームページ内に IWTIのウェッブページも作成された。こうし
た活動について、C/Pは業務を進める基礎的な知識を身につけている。

●一方、データベースに関して、これまでに当該分野の短期専門家が 2

回派遣されたものの、C/Pの技術能力は十分とはいえない。この点で、
C/Pはデータベース管理を進めるための集中的な技術移転が必要にな
ると見込まれる。また、外注業者によるデータベースのプログラミン

グ作業の遅延も IWTIのデータベース管理の進捗を遅らせている一つ
の要因である。

（6）Kプロジェクトの有効性
● 2 つのコンサルティングチームは工場調査を計画的に実行する能力を

有する。特に、IWTI側でいくつかのオプション（改善計画）を提示した
後、顧客と共同作業でアクションプランの優先づけを行うように配慮

している。工場調査の運営管理は適切であり、今後もコンサルサービ

スの基本として活用される見込みである。

●一方、Kプロジェクトの対象工場数は28 にのぼるため、C/Pには大き
な負荷がかかり、集中的に技術を移転する機会が不足している側面も

ある。したがって、Kプロジェクトは OJTをベースとして実践能力を
高める点で有効である反面、課題別の系統的な技術移転が進まなくな

るトレードオフがあったと見受けられる。

（1）プロジェクトの貢献度

● IWTIはタイにおいて用廃水管理技術を専門とする唯一の組織である。
IWTIはフェーズⅠを含めた本プロジェクトによって設立された背景も
あり、IWTIの活動成果は本プロジェクトに起因するところが大きい。

●現時点では直接的な関係はないものの、BIETが担当するクリーナーテ
クノロジーに関しては、DANCEDや GTZなど他ドナーによる援助が
入っている。

Annex 3
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2.3. 成果がプロジ
ェクト目標の達

成につながるの

を阻害した要因

（2）実施機関の全体的なサービスの質

●この 1 年間、プロジェクト活動は Kプロジェクトの実施に集中してき
たため、水使用合理化に係るコンサルティング能力は十分に向上して

きた。しかし、データベースの整備が遅れていることもあって、工場

から入手した情報や工場調査の分析内容はセクション間で系統的に共

有されていない。工場から入手したデータはコンサルティングセクシ

ョンだけでなく IWTI全体として有効活用すべきもので、プロジェクト
はセクション間の効率的な情報共有手段を確立する必要がある。同時

に、IWTIは DIW内でコマンドコントロール（規制）を担当する他部署
とは役割が異なるため、工場から入手したデータの機密性についても

今後検討する必要がある。

（3）顧客企業の満足度

●Kプロジェクトは実施中の段階にあり、フォローアップ調査及び研修
サービスが開始された時点で、顧客工場からの総合的な満足度が評価

されることになる。

（1）外部条件の状況など

●外部条件からの影響は特に見受けられなかった。しかし、タイ産業界

での IWTIの認知度を更に向上させる必要はある。

Annex 3

評価項目 調査結果 参照



（3）効率性
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3.1 投入の質・
量・タイミング

の妥当性

3.2. モニタリング
方法

3.3. プロジェクト
の支援体制

（1）専門家派遣

●専門家派遣にかかわる諸条件はおおむね良好であり、効率的なプロジェ

クト実施を促した。特に、短期専門家がセクターごとに派遣され、長期

専門家が技術内容別に配置されている相互補完性は高く評価できる。

● 10 名の C/P配置と中間評価時点までに達成された技術能力を勘案す
ると、将来的には、5 名の長期専門家派遣は必要ない可能性もある。

（2）機材供与

●概して、IWTIの技術能力を強化するために、供与機材は有効活用され
ている。

（3）研修員受入

●研修の内容・タイミング及び派遣された C/Pの人数など、研修にかか
る諸条件は適切であった。

（4）日本側ローカルコスト負担

●日本側によるローカルコスト負担は必要な品目に対しておおむね適切

に支出されている。

（5）C/P配置
●プロジェクト実施に十分な C/Pは計画とおりに配置されている。また、
フェーズⅠからの継続性も確保されている。

●しかし、現在 C/P 1 名と共に用廃水処理実験を担当しているテクニシ
ャンは IWTIの正式な職員ではなく、DTECの資金援助により雇用さ
れる専門家の秘書として位置づけられている。テクニシャンの待遇も

含め、IWTIは用廃水処理実験の運営体制を明確化する必要がある。

（6）建物・施設の機能

●プロジェクト実施に必要な建物・施設は適切に提供されている。

（7）予算配分

●タイ側はプロジェクト実施に必要な予算をおおむね適切に配分してい

る。特に、LANの設置料等はタイ側が負担した。しかし、今後の機材
維持管理費と消耗品購入費については、十分な配慮が必要となる。

（1）定期モニタリング結果の活用

●モニタリング結果は JICA及び JCCに提出され、主に POに準じて技
術移転の進捗が検証されている。結果は関係者に対してフィードバッ

クされ、活動の進捗度を把握するために活用されている。

● JICAで規定されるモニタリングの他に、プロジェクトでは定期会議及
びテクニカル会議を開催し、専門家と C/Pの協議のうえで活動実施状
況を適切に確認している。

（1）国内委員会の機能

●国内支援委員会は専門家の採用及び本邦研修実施において十分な協力

を行っている。

評価項目 調査結果 参照
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3.4. 他機関との
連携

3.5. 効率性に影
響を与えた貢

献・阻害要因

（2）合同調整委員会の機能

●合同調整委員会は毎年 1 回定期的に開催されている。DIW局長や FTI
の代表は本プロジェクトの全体的管理において適切なアドバイスを提

供しており、プロジェクト側も、合同調整委員の助言をプロジェクト

活動に適切に反映させる努力を行っている。合同調整委員会は期待ど

おりに機能している。

（1）関係省庁との連携

●タイでは 2002 年 10 月に省庁再編が実施された。今後の 2 年間は省庁

再編の移行期間として定められており、実質的な再編は移行期間中に

進むものと見込まれる。したがって、現段階では省庁再編による局レ

ベルでの具体的な影響も予測できず、新設された天然資源環境省との

関係性も具体化していない。

●工業省傘下であった地下資源局は天然資源環境省へ移管されることに

なっている。

（2）FTI（タイ工業連盟）との連携
● FTIは対象工場の選定において大きな役割を果たし、今後も IWTIと
産業界を結ぶ橋渡し役となることが期待されている。しかし、FTIと
の連携方法も具体化されていないため、今後プロジェクト終了に向け

て FTIとの連携活動も系統化されるものと見込まれる。

（1）貢献要因

● IWTIのディビジョンレベルへの格上げ

（2）阻害要因

●Kプロジェクトの重い作業負荷

●セクション間での情報共有の欠如

評価項目 調査結果 参照



（4）インパクト
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4.1. 直接的効果の
見込み（プロジェ

クト目標レベル）

4.2. 間接的効果の
見込み（上位目標

レベル）

4.3. インパクトの
発現度合いを阻

害した要因

（1）意図されたインパクト

● IWTIは Kプロジェクトをとおして工場機材の適正運転及び水使用合
理化に対する技術指導を行っている。Kプロジェクト以前に調査を受
けた工場のなかには、改善計画を実行に移し、効率化の成果をあげた

ケースもある。したがって、IWTIのコンサルサービスは、水使用合理
化を進めることで工場レベルのコスト削減を実現するインパクトが見

込まれる。しかし、コスト削減へのインパクトは環境保全というより

むしろ企業振興に寄与すると認識されがちなため、IWTIとしては、コ
スト削減だけでなく環境保全に対する効果も宣伝する必要がある。

（2）意図されなかったインパクト

● 現時点で、意図されなかったインパクトは特に見受けられなかった。

（1）上位目標の達成見込み

●Kプロジェクトは工場レベルでの用水管理を改善しており、プロジェ
クト終了までに水使用合理化における成果が見込まれる。一方、廃水

処理及び再利用に係る成果があがるにはまだ時間がかかるものと見込

まれ、政府の中小工場に対する環境規制が強化されるとともに、工場

で廃水処理が積極的に取り組まれるような資金援助制度が政策の一環

として提供される必要がある。

（2）上位目標以外の間接的インパクト

●現時点で、上位目標以外の間接的インパクトは特に見受けられなかっ

た。

●民間企業は国レベルの経済不況に多少なりとも影響され、特に中小工

場は用廃水処理に多額の投資をできる財務状況にはない。

評価項目 調査結果 参照



（5）自立発展性
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5.1. 自立発展性の
見込み

（1）組織制度的側面

● IWTIは局令によってディビジョンレベルへ格上げされた。DIW傘下
の BIETにはクリーナーテクノロジーユニットなど IWTIに類似した管
轄をもつ部署があるため、工場局内での IWTIの位置づけがより明確
化され、組織を特徴づける必要がある。

（2）財務的側面

● IWTIがディビジョンレベルへ格上げされたことで、独自の予算枠を得
ることができた。この点で、IWTIの予算は BIETの傘下として位置づ
けられていた当時よりも柔軟かつ効率的になった。現在、2006 年まで

3 か年分の予算は確保されている。

● IWTIは今後も政府組織として無料の技術サービスを民間企業へ提供す
る意向を示している。政府組織として政府からの予算配分を確保する

には、具体的な成果を提示すると同時に、技術サービスの有効性を宣

伝する必要がある。特にタイ政府は 2002 年 10 月より行政評価に成果

主義を導入している。

（3）技術的側面

●Kプロジェクトの実施によって、C/Pは水使用合理化に係る実務的な
技術能力を身につけている。今後プロジェクト終了へ向けて技術的自

立性を確保するために、C/Pは廃水処理及び再利用に関する技術及び
経験を拡充する必要がある。くわえて、プロジェクト終了後も技術移

転を受けた C/Pが IWTIに残るように配慮する必要がある。

評価項目 調査結果 参照



付　属　資　料

１　MINUTES OF THE MEETING

２　短期調査員報告書




























































































































	表紙
	序文
	目次
	第１ 章 中間評価の概要
	１ −１ 運営指導（中間評価）調査の概要
	１ −２ 調査団及び合同評価委員会構成
	１ −３ 調査日程

	第２ 章 協議結果
	２ −１ 調査団所感
	２ −２ 協議結果

	第３ 章プロジェクト評価結果
	３ −１ 評価５ 項目
	３ −２ 阻害・貢献要因の総合的検証
	３ −３ 評価結果詳細

	付 属 資 料
	１ MINUTES OF THE MEETING
	２ 短期調査員報告書


